










































ものもあれば、他方、抵当権 権利を侵害する濫用的な短期賃貸借もあった。この濫用的短期賃貸借に対抗するため、抵当権者は、抵当権を設定登記する際、代物弁済予約あるいは停止条件付代物弁済予約（仮登記担保） 締結するとともに、後順位の賃貸借契約を排除するため 賃貸借 登記することとしていた。
ところが、代物弁済予約等を使った仮登記担保はいわゆる仮

















賃貸借保護制度が廃止されたが、短期賃貸借には、濫用的のもある一方、正常なも もあり、後者は依然として保護すべきと考えられた。このため、①抵当権者の同意の登記がある場合の賃貸借に対抗力を与えたり（民法三八七条） 、②明渡猶予制度（民法三九五条）を新設し りした。　
まず、民法三八七条一項は、 「登記をした賃貸借は、その登記
前に登記をした抵当権を有するすべての者が同意し つ、その同意の登記がある きは、その同意をした抵当権に対抗することができる。 」と規定し、ⅰ その賃借権が正式に登記されていること、ⅱ）抵当権者全員 同意があ こと（ だし当該賃借権に劣後する抵当権者の同意は不要） 、ⅲ）上記ⅱ） 同意が登記された の三つの条件をすべて満たし 賃借権については、賃借人は常に抵当権者に対抗できる（つまり、競売がされても従前のとおり賃貸借を継続でき ）ことと　
優良な賃借人との間で賃貸借契約が締結されると期待できる











しと執行官実務」判タ一一二三号五頁、宮崎謙「明渡猶予制度と引渡命令を巡る若干の実務上の問題点」 判タ一一七四号六頁、新井剛「建物明渡猶予制度の保護対象」獨協法学八〇号六一頁、野村秀敏「本判決判例批評 金商 五六四 八 など） 。
平成一五年の民法改正前の短期賃貸借保護制度の下で、最三




予制度の趣旨を売却により賃借権が消滅するこ を前提として賃借人保護のため法律で特に付与される効果である 解し、したがって、滞納処分による差押えの処分制限効の議論は本論点の帰趨に直結しないとする。そして、明渡猶予制度の適用の可否は、端的に民法三九五条一項に規定する保護要件に該当すかにより判断されるべきとする（谷口園恵「短期賃貸借保護の廃止と建物明渡猶予による保護」新民事執行実務三号六四頁角井俊文「短期賃貸借保護制度の廃止と現況調査」新民事執行実務五号一〇五頁、鎌田薫ほか「平成一五年担保・執行法改正の検証⑴」ジュリ一三二一号一五九頁［谷口園恵発言］ 池田知史「短期賃貸借保護の制度の廃止と建物明渡猶予制度の創設


















が公売手続を進めるつもりのときは、上記の民事執行法に基づく場合に準じて手続を進めることができるが、ほとんどのケースにおいてはそのような推移を辿っていない。 筆者の経験では、競売不動産 と重なった経験はない（この点につき、他の金融機関の担当者に聞くと、無いことはないと 回答 あった。 ） 。また、滞納処分 差押えが存在した場合に、執行法に基づく競売を申し立てた後、 当該滞納処分庁に対して公売するのか否かを問い合わせ、公売する旨の回答があれば公売手続を先行させなければならないが、公売す 旨 回答が一か月以上ない場合 初めて民事執行法に基づ 競売手続を進行させることができ ことになって る（競売申立て者が、上記問い合わせをして一か月以上経過後 「続行決定 申立て」をしなければ競売手続はストップしたままであり、手続は進行しない。 ） 。筆者の経験 は、滞納処分庁が公売を実施する旨の回























処分による差押えをする物件の多くは、すでに評価額を上回る債権額を担保とする抵当権や根抵当権が設定されているため、公売手続による処分を 、当該滞納処分庁に配当が回 可能性が低いこと、②滞納処分によ 差押えを行っても、当該滞納処分庁はその後に、滞納者との話し合いが行うこと、③滞納処分庁と滞納者との話し合いで、一括あ いは分割で弁済 ることがまとまった場合においても、実際 滞納処分によ 差押えをした金額全額が弁済されるまで、滞納処分による差押えは解除されないこ 、などが考えられ 。　
先述の強制執行の「続行決定」は、 「先行する滞納処分が差押
えの段階で停滞 財産の換価に至らない結果、強制執行の差押債権者が不当に遅延するのを防止する」ための制度 あるが、上述したように、ほとんどの競売事件にお て「続行決定」申し立てられた後、 「続行決定」がなされて る。つまり そ後に抵当権の実行による競売申立て 行われる場面においても、滞納処分による差押えが公売に至ってい いのであ したがって、 があれば、対象物件が売却されて配当に至ること 多いのに対して、滞納処分による差押え なされても、公売手続きは長期間されないこと ままみられ、これは対象物件の評価にも現れている（前掲・田中
